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１．認定調査で行動援護の10点はなかなか出ない

　知的障害者で「行動援護」を必要としている利用者に、行動援護判定基準では10点以上の点数が出てこないという問題が起きている。

例えば、「自分の体を叩いたり傷つけるなどの行為」「叩いたり蹴ったり器物を壊したりなどの行為」「他人に抱きついたり、断りもなくものをもってくる」といった項目で、月に1回以上が0点、週に1回以上が１点、というような判定基準では、10点になる利用者はほとんどいない。当面の対策としては、必要な利用者について支援者が調査に同席して、又は事後的にケースワーカーに説明をするなどで、微妙な項目については少し点数が多めに出るように説明する以外に方法がない。

厚生労働省が全国の自治体にアンケートを取れば、この判定基準のおかしさはすぐに明らかになると思われるので、支給決定が行われた10月以降速やかにそのような対策が採られるよう、提案していきたい。

２．支給決定基準

　支給決定が行われる９月までに、「適切かつ公平な支給決定を行うため、市町村においては、あらかじめ支給決定基準を定めていくことが望ましいこと。」と厚生労働省は言っている。もし支援費以降の支給決定の方法（ケースワーカーが障害の程度や生活状況を調査し、利用者からのサービス利用意向を踏まえて、市が内部の担当者会議で支給量を決定する）で特に問題はなく、新たな「支給決定基準」は必要ないというように市が開き直れるならば、それに越したことはない。「支給決定基準」が無ければ、それにはずれる利用者だけが「非定型」ということで再度審査会にかけられる心配もない。しかし各市では不服申し立て等に備えて、新たな「支給決定基準」を作る可能性が高い。

その支給決定基準が、特に単身で生活している全身性障害者や知的障害者等で、現在多くの支給決定を受けている利用者についても含めるような内容となるか、又はそれらの利用者は特別な人として「非定型」扱いで審査会に回されるかがまず大きな分かれ目である。

支給決定基準はそれぞれ違ったニーズを持つ利用者に対して、必要なサービスを支給することができるように、ケースワーカーの裁量の余地を大きく残すような、できる限り幅のある内容にすべきである。

これまで特に東京の三多摩地域では、当事者からの要望をケースワーカーが受けとめて、支援団体の意見も踏まえながら、ケースワーカーの裁量の中で個々の支給決定が行われてきた。その中で特に「不公平」という意見は出ていないし、予算が不足しているわけでもない。従って法律が変わっても、基本的にはこれまで個々の必要性に基づいて決定されてきた現在のサービス量を基準として、障害や生活状況の変化を加味して支給決定がなされるべきだと考える。

３．地域生活支援事業の中の移動支援

　１０月から、「重度訪問介護」と「行動援護」の対象者以外の外出介護は地域生活支援事業の中の移動支援に移行してしまう。

　ここでは下記の３点については譲れない部分として市との話し合いをしていきたい。

①利用の内容や時間帯についてはこれまでの制度と同様に特に制限は設けないこと。

②個々の障害者が１ヵ月に利用できる時間数は、現在支給されているサービス量を基本とすること。

③移動介護の事業者については、利用者が自由に選択することができるように、申し出があった事業者について、市は原則として事業の委託を行うこと。

　　利用者負担については、特にサービス量を減らさない、又は必要な利用者には増やしていくという前提に市が立つならば、１割負担については譲ってもいい部分だと考える。（この場合でも、介護給付費と合算して、生活保護＝０、低所得１＝15000円、低所得２＝24600円という所得区分に応じた上限を適用するという配慮は当然必要）

　　又１時間当たりの単価は、現在の単価が乙地で1527円であることから、1500円が事業所としてやれるギリギリの線だと思う。

４．障害福祉計画

　18年度中に策定が義務付けられた第一期（18年～20年度）の「障害福祉計画」では、居宅介護や重度訪問介護のサービス量については微増とする。又、入所施設ではなく居宅の事業者が「ケアホーム」や「短期入所」に参入することを前提として、そのサービス量の増加を見込む。　　　　　　　　　　

当面は特に知的障害者が「入所施設に入らない」「入所施設からでてくる」ために、「ケアホーム」「短期入所」等を活用していく。将来的には知的障害者が自立生活をすることが可能になるように、21年度以降の計画では、十分な居宅介護や行動援護等のサービス量を見込む必要がある。

５．知的障害者にも長時間の見守り介護を

　もう一点、知的障害者の自立生活を支えていく上では、「見守り」が必要不可欠であることから、平成20年度までの議論の中で厚生労働省に対して、身体介護、家事援助、見守り、外出介護を含んだ類型である「重度訪問介護」の対象に知的障害者も加えるという方向を出していくことが極めて重要な課題だと考える。

　

